
「リスク」とは、「危険＝損をする」という意味ではありません。
一般的にリスクという言葉は、「危険」という意味でよく使われますが、投資の世界では、
「損をすることもあるが、儲かることもある」という意味でとらえられます。

ご不明な点がございましたら、本部（業務部）または、投資信託取扱店まで、お問い合わせください。

✿ 投資信託のリスク
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運用商品は、経済動向などで日々価格が変動（上
昇または下落）するため、運用後のお受取り金額
が投資元本を下回ることがあります。

世界の金利は日々変動しています。金利が上昇す
ると、債券価格は下落するため、運用後のお受取
り金額が投資元本を下回ることがあります。

債券や株式を発行している発行体の信用力の変化
によって、価格が変動し、債券価格や株式価格が
下落し、運用後のお受取り金額が投資元本を下回
ることがあります。

株式、債券及び不動産等の実現損益を確定する際
に、流動性が低い場合に不利益な条件で換金せざ
るを得ず、その結果、解約価額の下落要因となり、
投資元本を下回ることがあります。

外貨建て商品の場合、円とドル、円とユーロなど
の為替相場の影響によって価格が変動するため、
運用後のお受取り金額が投資元本を下回ることが
あります。

投資対象国・地域において、政治・経済情勢の変化
等により市場に混乱が生じた場合、取引に対して新
たな規制が設けられた場合には、基準価額が下落し
たり、方針に沿った運用が困難となることがあります。

リートは証券取引所で売買され、価格は、不動産
市況に対する見通しや市場における需給等、さま
ざまな要因で変動します。リートの価格や配当は
リートの収益や財務内容の変動の影響を受けます。
リートに関する法制度が変更となった場合、リート
の価格や配当に影響を与えることが想定されます。

為替価格変動リスク

金利変動リスク
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為替変動リスク

カントリーリスク

リートの価格変動リスク

✿ 投資信託に関する留意事項
●投資信託は預金、保険契約ではありません。
●投資信託は預金保険機構、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。
●当金庫が取り扱う投資信託は投資者保護基金の対象ではありません。
●投資信託の設定・運用は委託会社が行います。
●投資信託は元本および利回りの保証はありません。
●  投資信託は、組入有価証券等の価格下落や組入有価証券等の発行者の信用状況の悪化等の影響により、基準価額が下落し、元本欠損が生ずることがあります。
また、外貨建て資産に投資する場合には、為替相場の変動等の影響により、基準価額が下落し、元本欠損が生ずることがあります。

●投資信託の運用による利益および損失は、ご購入されたお客様に帰属します。
●  投資信託のご購入時には、買付時の１口あたりの基準価額（買付価額）に、最大3.30％の申込手数料（消費税込み）、約定口数を乗じて得た額をご負担いただ
きます。換金時には、換金時の基準価額に最大0.5％の信託財産留保額が必要になります。また、これらの手数料等とは別に投資信託の純資産総額の最大年約
1.848％（消費税込み）を信託報酬として、信託財産を通じてご負担いただきます。その他詳細につきましては、各ファンドの投資信託説明書（交付目論見書）
等をご覧ください。なお、投資信託に関する手数料の合計は、お申込金額、保有期間等により異なりますので表示することはできません。

●投資信託には、海外証券取引所等の休業日等により、ご購入ご換金ができない日があります。
●投資信託の取得のお申込みに関しては、クーリングオフ（書面による解除）の適用はありません。
●  投資信託のご購入にあたっては、あらかじめ最新の投資信託説明書（交付目論見書）および目論見書補完書面等をお受け取りいただき、商品内容やリスクおよ
び手数料等の詳細を十分ご理解のうえ、ご自身のご判断でお申込みください。投資信託説明書（交付目論見書）および目論見書補完書面等は当金庫本支店等に
ご用意しています。

●当資料は当金庫が独自に作成したものであり、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。
●  普通分配金、解約時の解約益（譲渡益）、償還時の償還益（譲渡益）に対して20.315％（所得税15.315％、住民税５％）の税金をご負担いただきます。なお、
平成26年１月より譲渡所得・配当所得が非課税となる「少額投資非課税制度（NISA）」がスタートしております。

商　号　等　宮城第一信用金庫　　登録金融機関　東北財務局長（登金）第52号
本店所在地　〒984-0075　仙台市若林区清水小路６番地の１　　 本部（業務部）　℡ 022-221-3061
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リスクの大きい商品は大きなリターンを
期待できますが元本割れの可能性も高くなります。
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リスク・リターンの関係（イメージ図）
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